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１ 京葉臨海北部地区石油コンビナート等 

特別防災区域協議会会則 
 

（目  的） 

第１条 本会は、石油コンビナート等災害防止法第22条の規定に基き、京葉臨海北部地区石油コンビナー

ト等特別防災区域（以下「特別防災区域」という。）内に所在する特定事業所が共同して災害の発生及

び拡大の防止等のため防災施策を推進し、地域防災体制の確立を図ることを目的とする。 

（組  織） 

第２条 本会は、特別防災区域内に所在する特定事業所を代表する者、又はその指名する者で組織する。 

（名称・事務所） 

第３条 本会は、京葉臨海北部地区石油コンビナート等特別防災区域協議会（以下「協議会」という。）

と称し、事務所を市川共同防災センター内に置く。 

（事  業） 

第４条 本会は、第１条の目的を達成するため次の事業を行う。 

  （１）各防災区域の災害の発生、又は拡大の防止に関する自主基準の作成。 

  （２）災害の発生、又は拡大の防止に関する技術の共同研究。 

  （３）特定事業所の従業員に対する災害の発生、又は拡大の防止に関する教育の共同実施。 

  （４）共同防災訓練の実施。 

  （５）その他、協力体制の整備上必要な事項。 

（役  員） 

第５条 本会に次の役員を置く。 

  （１）会   長  １ 名 

  （２）副 会 長  １ 名 

  （３）理   事  若干名 

  （４）監   事  １ 名 

２ 会長及び副会長は理事の中から互選する。 

３ 理事及び監事は会員の中から互選する。 

（役員の任期） 

第６条 役員の任期は２年とする。 

２ 役員はすべて再任を妨げない。補欠により選任された役員の任期は前任者の残任期間とする。 

（役員の任務） 

第７条 会長は、本会を代表して会務を統括する。 

２ 副会長は会長を補佐し、会長事故ある時はその職務を代行する。 

３ 理事は理事会に出席して議事を審議し、会長及び副会長と共に本会の事業の推進にあたる。 

（顧  問） 

第８条 本会の運営を有効且つ円滑に推進するため顧問を置く。 

２ 顧問には市川市消防局長又は局長の指名する者及び会員の推薦する者とする。 

３ 顧問は、会長の諮問に応じ本会の事業に関し指導及び助言を行う。 

（会  議） 

第９条 本会の会議は、総会及び役員会の２種とする。 

  （１）総会は、すべて会員で構成する。 

  （２）役員会は会長、副会長、理事及び監事で構成する。 

２ 前項の者に事故ある時は、代理の者を出席させることができる。 

（会議の開催） 

第10条 本会の会議は会長がこれを招集し、会議はその３分の２以上の出席をもって成立し、会議の議長

は会長がこれにあたる。 
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（会議の議決） 

第11条 本会の議決は、すべて出席会員の過半数の賛成をもって議決するものとし、賛否同数のときは議

長がこれを決定する。 

（総  会） 

第12条 総会は、次の事項を議決する。 

  （１）事業の計画および運営に関すること。 

  （２）会則に関すること。 

  （３）予算および決算に関すること。 

  （４）その他必要な事項。 

（役 員 会） 

第13条 役員会は、次の事項を審議して決定する。 

  （１）総会の議案に関すること。 

  （２）事業の推進のため総会より委任された事項。 

  （３）その他会長が必要と認めた事項。 

（会  費） 

第14条 本会の運営に必要な経費は、総会において決定した会費およびその他収入をもって充てる。 

 

 

   付    則 

 この会則は、昭和52年６月20日から施行する。 

       昭和55年４月24日一部改正 

       平成７年５月12日一部改正 

       平成12年４月１日一部改正 

       平成21年５月26日一部改正 

       平成24年４月１日一部改正 

       平成27年４月１日一部改正 
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２ 京葉臨海中部地区石油コンビナート等 

特別防災区域協議会会則 
 

（目  的） 

第 1 条  本区域協議会は石油コンビナート等災害防止法（以下、石災法と言う）第 22 条の規定に基づ

き、京葉臨海中部地区石油コンビナート等特別防災区域（以下「特別防災区域」という。）内に

所在する特定事業所及びその他事業所が、石災法第 31 条により千葉県石油コンビナート等防災

本部が作成する「千葉県石油コンビナート等防災計画」に基づき、当該区域に係る災害に対処

するため、共同して災害の発生及び拡大を防止することを目的とする。 

（名  称） 

第2条  本区域協議会は、京葉臨海中部地区石油コンビナート等特別防災区域協議会（以下「協議会」

という。）と称する 

（組  織） 

第 3 条  協議会は、千葉地区石油コンビナート等特別防災区域協議会、市原市石油コンビナート等特別

防災区域協議会、袖ケ浦市石油コンビナート等特別防災区域協議会で構成され、それぞれの協

議会の活動をもって目的を達成するための事業を展開する。 

（事 務 局） 

第4条  協議会の事務局は会長会社に置く。 

（事  業） 

第5条  協議会は第1条の目的を達成するため、次の各号に定める事業を行う。 

(1)特別防災区域の災害の発生又は拡大の防止に関する自主基準の作成。 

(2)災害の発生又は拡大の防止に関する技術の共同研究。 

(3)当該特定事業所及びその他事業所の職員に対する災害の発生又は拡大の防止に関する教育の

共同実施。 

(4)共同防災訓練の実施に関すること。 

(5)その他当協議会の目的を達成するに必要な事項。 

（会  員） 

第6条  協議会の会員は特別防災区域に所在する千葉市、市原市、袖ケ浦市の各地区既存の石油コンビ

ナート等特別防災区域協議会（以下「地区協議会」という。）加盟の事業者とする。 

（役  員） 

第7条  協議会には、次の役員及び監査を置く。 

(1) 会 長 1名 
(2) 副会長 2名 
(3) 幹 事 3名 
(4) 監 査 1名 

（役員の選出及び任期） 

第8条  会長及び副会長ならびに監査は「会則運営要領」で定める選出方法により選出する。 

幹事は、各地区協議会の会員の中から均等に選出する。 

2．役員及び監査の任期は2年とする。ただし、再任を妨げない。補欠により選出され 

た役員の任期は前任者の残任期間とする。 

（顧  問） 

第9条  協議会は顧問を置くことができる。 

2．顧問は総会にて推薦し、会長がこれを委嘱する。 

（役員及び監査の任務） 

第10条  会長は協議会を代表し、その事業を総理する。 

2. 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときはその任務を代行する。 

3. 幹事は、協議会の運営に参画する。 
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4. 監査は、協議会の業務及び会計を監査する。 

（会  議） 

第11条  協議会の会議は総会及び役員会とする。 

2. 顧問は、前項の会議に出席して意見を述べることができる。 

（総  会） 

第12条  総会は毎年一回開催するほか、会長が必要と認めた時に臨時に開催する。 

ただし、総会は役員及び各地区協議会から夫 5々 名選出された代議員の出席により代えること

ができる。 

2. 総会は次の各号に定める議決をする。 

(1)事業計画及び事業報告に関すること。 

(2)予算及び決算に関すること。 

(3)会則の改廃に関すること。 

(4)役員の選任に関すること。 

(5)その他協議会の運営上必要な事項。 

3. 総会の議長は会長とする。 

（役 員 会） 

第13条  役員会は会長が必要と認めたときに開催し、次の事項を審議する。 

(1)総会に提出する議案に関すること。 

(2)会務に関する必要な事項に関すること。 

(3)その他会長が必要と認める事項に関すること。 

 （会議の成立及び議決） 

第 14 条  総会は会員の2 分の 1 以上の出席（委任状を含む）をもって成立し、議決は出席者の過半数

をもって決定する。賛否同数の時は、議長がこれを決定する。 

ただし、役員および代議員の出席により総会に代えた場合は、役員及び代議員の2分の1以

上の出席をもって成立し、議決は出席者の過半数をもって決定する。賛否同数の時は議長が

これを決定する。 

2. 役員会は役員の3分の2以上の出席をもって成立し審議事項は多数をもって決定される。 

（会  費） 

第 15 条  協議会の運営に必要な会費は「会則運営要領」で定めた会費及びその他の収入をもって充て

る。 

（雑      則） 

第16 条   協議会の運営に必要な事項は、この会則に定めるもののほか、「会則運営要領」及び、必要に

応じ会長が役員会に諮り別に定める。 

 

 

（附  則） 

昭和55年12月18日 制定 

令和 3年 6月16 日 改訂 
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３ 京葉臨海南部地区石油コンビナート等 

特別防災区域協議会会則 
 

（目  的） 

第１条 本会は、石油コンビナート等災害防止法（昭和50年12月17日法律第84号）第22条の規定に基づき、

京葉臨海南部地区石油コンビナート等特別防災区域に所在する各事業所が、その防災に関して検討協議し、

もって災害の発生及び拡大を防止することを目的とする。 

（名  称） 

第２条 本会は、京葉臨海南部地区石油コンビナート等特別防災区域協議会（以下「協議会」という。）

と称する。 

（事 務 局） 

第３条 協議会の事務局は、会長の事業所内に置く。 

（事  業） 

第４条 協議会は、第１条の目的を遂行するため、次の事業について連絡・協議及び研究等を行う。 

  （１）当該特別防災区域の災害の発生、又は拡大の防止に関する自主基準の作成に関すること。 

  （２）災害の発生又は拡大の防止に関する技術の共同研究に関すること。 

  （３）当該特定事業所等の従業員に対する災害の発生又は、拡大の防止にかかる教育の共同実施に 

    関すること。 

  （４）共同防災訓練の実施に関すること。 

  （５）防災組織に関すること。 

  （６）相互応援に関すること。 

  （７）その他必要な事項。 

（会  員） 

第５条 会員は、当該特別防災区域に所在する特定事業所及びその他の事業所をもって構成する。 

    （別添名簿） 

（役  員） 

第６条 協議会は、事業を推進するため、次の役員を置く。 

        会   長  １名 

        副 会 長  ２名 

        幹   事  若干名 

（顧  問） 

第７条 協議会に、顧問をおくことができる。 

２ 顧問は、総会にて推せんし、会長がこれを委嘱する。 

（役員の選出及び任期） 

第８条 会長・副会長及び幹事の役員は、会員の中から選出する。 

２ 役員の任期は２年とする。 

 

（任  務） 

第９条 会長は、協議会の会務を総括する。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故等のあるときは、その任務を代行する。 

３ 幹事は、協議会の運営に参画する。 

４ 顧問は、協議会の業務に関し、指導及び助言を行う。 

（千葉県防災本部員等） 

第10条 千葉県石油コンビナート等防災本部の本部員等は、役員会にはかり推せんする。 

（会  議） 

第11条 協議会の会議は、総会・役員会及び専門委員会とする。 
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（総  会） 

第12条 総会は毎年１回開催するほか、役員会が必要と認めたときに開催する。 

２ 総会は、会長が招集し、次の事項を審議する。 

（１）事業報告及び収支決算 

（２）事業計画及び収支予算 

（３）会則の改廃 

（４）役員の改選 

（５）会員の加入・脱退に関すること 

（６）その他必要な事項 

３ 総会の議長は、会長とする。 

（総会の成立） 

第13条 総会は、会員の３分の２以上の出席をもって成立し、議決はその過半数をもって決定する。 

（役 員 会） 

第14条 役員会は、協議会の運営について協議する。 

２ 役員会は、会長・副会長及び幹事をもって構成し、会長が必要と認めたときに開催する。 

（専門委員会） 

第15条 協議会の目的達成に必要な専門事項を処理するため、会長は役員会にはかり専門委員会を設ける

ことができる。 

（会  費） 

第16条 協議会の会費は、必要に応じ徴収することとし、会員はそれを負担する。 

（雑  則） 

第17条 この会則に定めるもののほか、必要な事項は会長が会議にはかり決定する。 

 

   附    則 

 この会則は、昭和52年10月28日から実施する。 
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４ 東京湾排出油等防除協議会会則 
 

（目  的） 

第１条 この協議会は、海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律（昭和45年法律136号）第43条の６

の協議会として、東京湾において大量の油又は有害液体物質（以下「油等」という。）排出事故が発生

し、又はそのおそれがある場合の防除活動について、その連携を図り必要な事項の協議を行うととも

に、別表に掲げる管内排出油等防除協議会（以下「管内協議会」という。）の防除活動の総合調整を行

うことを目的とする。 

（会の名称） 

第２条 この協義会の名称は、「東京湾排出油等防除協議会」（以下「協議会」という。）という。 

（協議会の業務） 

第３条 協議会は、次の業務を行う。 

  （１）東京湾排出油等防除計画の協議 

  （２）管内協議会会員が行う防除活動の連携についての総合調整 

  （３）排出油等の防除に必要な資料の収集及び提出 

  （４）排出油等の防除に関する技術の調査及び研究 

  （５）その他排出油の防除に関する重要事項の協議 

（組 織） 

第４条 協議会の会員は、別表に掲げる国の地方行政機関、地方公共団体、管内協議会及び関係団体の長

又はその指名する職員とする。 

（役  員） 

第５条 協議会に会長、副会長、顧問及び幹事の役員を置く。 

２ 会長は、第三管区海上保安本部長をもって充て、会務を総理する。 

３ 副会長は、３名とし、会長が指名する者を充て、会長を補佐する。 

４ 顧問は、国の地方行政機関から会長が委嘱する。 

  顧問は、会長に対し、協議会の業務に関する必要な助言を行う。 

５ 幹事は、会員の推薦により選出し、総会で承認する。 

  幹事は、役員会の任務遂行に必要な事項の検討を行う。 

（役員の任期） 

第６条 役員（会長を除く。）の任期は１年とし、再任を妨げない。 

２ 補欠の役員の任期は前任者の残任期間とする。 

（総  会） 

第７条 総会は、定例総会及び臨時総会とし、会員の過半数の出席がなければ、議決をすることができな

い。 

２ 定例総会は年１回、臨時総会は会長が必要と認める場合に開催するものとし、総会の招集は会長が行

う。 

３ 会議の議長は、会長が行い、議事は、出席者の過半数をもって決する。可否同数のときは、会長の決

するところによる。 

４ 総会に出席できない会員は、あらかじめ通知された事項について、書面をもって表決することができ

る。 

５ 定例総会の付議事項が次条第１号及び第３号に限られる場合には、会長は、あらかじめ付議事項を会

員に通知し書面による表決を求めることができる。 

６ 前項の表決の結果、過半数の表決があり、第３項の規定に準じ付議事項が承認された場合、会長が承

認事項を書面により会員に通知することにより、定例総会の開催及 

び決議に代えることができる。 

 



 

- 106 - 

（総会の付議事項） 

第８条 総会における付議事項は、次のとおりとする。 

  （１）業務報告の承認及び事業計画の審議決定 

  （２）会則等の制定改廃 

  （３）幹事の選出 

  （４）その他協議会の運営に必要な事項 

（役員会） 

第９条 役員会は、第５条第１項に定める役員をもって構成する。 

  （１）役員会の招集は、会長が必要に応じて行う。 

  （２）役員会の議長は、会長が当たる。 

  （３）役員会の成立及び議決については、総会の定めに準ずる。 

  （４）会長は、会長が必要と認める役員以外の会員を役員会に出席させることができる。 

（役員会の任務） 

第10条 役員会の任務は、次のとおりとする。 

  （１）総会に付議すべき事項の検討・立案 

  （２）総会において決議した事項 

  （３）その他協議会の目的達成のため必要な事項 

（技術専門委員会） 

第11条 協議会に、排出油等防除に関する技術的事項の調査、研究及び事故発生時における技術的事項に

関する助言を行うため、技術専門委員会を置くことができる。 

（資料の提供） 

第12条 協議会は、管内協議会の会長等から提供された資料を取りまとめ、会員に提供する。 

（排出油等防除計画に係る意見の提出） 

第13条 協議会は、海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律第43条の６第２項の規定に基づき、会員

の協議により必要と認める場合は、東京湾に係る同法第43条の５第１項の排出油等防除計画について、

海上保安庁長官に対し意見を述べるものとする。 

（情報提供） 

第14条 会長は、大量の油等が排出され、又は排出されるおそれがある場合は、会員に対し、すみやかに

事故に関する情報を通知する。 

（総合調整本部の設置） 

第15条 会長は、大量の油等が排出され、又は排出されるおそれがあり、必要と認める場合は、会長を本

部長とする総合調整本部を設置し、会員に対し、情報の共有や既に実施された防除措置の状況の周知

等に努めるとともに、会員が、それぞれの立場に応じて相互に連携し、所要の協力を図りつつ、迅速

かつ的確な防除活動を実施できるよう調整を行うものとする。なお、必要に応じて、原因者、ＰＩ等

の保険機関担当者（保険査定人を含む。）、独立行政法人海上災害防止センターの職員その他の防除を

的確に実施するために必要となる知識を有する者及びその防除措置を講ずるために有効であると認め

られる者等会員以外の関係者も総合調整本部に参加させるものとする。 

（総合調整本部の任務） 

第16条 総合調整本部は、次の業務を行う。 

  （１）管内協議会会員が行う防除活動の調整 

  （２）会員相互の情報交換 

  （３）浮流油等状況の変化等に伴う防除勢力の調整 

  （４）防災基本計画海上災害対策編に定める連絡調整本部との連携 

（経費の求償） 

第17条 防除活動に要した経費の求償は、原則として各機関毎に原因者に請求するものとし、協議会はそ

の支援及び調整を図るものとする。 

（災害の補償） 

第18条 防除活動を実施した各機関に所属する者が活動のために災害（負傷、疾病、障害又は死亡をい
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う。）を受けた場合における補償については、法令に定めのある場合を除き、当該被災した者の所属す

る機関が行うものとする。 

（事 務 局） 

第19条 協議会の事務局は、第三管区海上保安本部警備救難部環境防災課に置く。 

 

 

 

  付  則 

 この会則は、平成９年11月28日から施行する。 

  付  則 

 この会則は、平成10年６月22日から施行する。 

  付  則 

 この会則は、平成14年6月11日から施行する。 

  付  則 

 この会則は、平成19年6月26日から施行する。 

付  則 

この会則は、平成22年6月22日から施行する。 

付  則 

この会則は、平成24年6月28日から施行する。 
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                                           別 表 

東 京 湾 排 出 油 等 防 除 協 議 会 構 成 機 関 

（ 順  不  同 ） 

国 

の 

地 

方 

行 

政 

機 

関 

第三管区海上保安本部 

関東運輸局 

関東地方整備局 

関東管区警察局 

海上自衛隊横須賀地方総監部 

陸上自衛隊第１師団司令部 

東京出入国在留管理局 

関東経済産業局 

関東総合通信局 

横浜税関 

地
方
公
共
団
体 

東京都 

神奈川県 

千葉県 

横浜市 

川崎市 

千葉市 

横須賀市 

管 

内 

協 

議 

会 

横浜管内排出油等防除協議会 

東京港排出油等防除協議会 

千葉管内排出油等防除協義会 

横須賀地区海上災害等対策協議会 

川崎管内排出油等防除協議会 

木更津管内排出油等防除協議会 

館山管内排出油等防除協議会 

関 
 

係 
 

団 
 

体 

海上災害防止センター 

流出油処理剤懇話会 

日本船主協会 

外国船舶協会 

全国内航タンカー海運組合 

外航舶船代理店業協会 

日本水先人連合会 

日本サルベージ協会 

日本港湾タグ事業協会 

東京都漁業協同組合連合会 

神奈川県漁業協同組合連合会 

千葉県漁業協同組合連合会 
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５ 千葉管内排出油等防除協議会会則 
 

（目  的） 

第１条 この協議会は、海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律（昭和45年法律第136号）第43条の

６の協議会として、東京湾及び周辺海域において大量の油または有害液体物質（以下「油等」という。）

の排出事故が発生した場合の千葉管内の排出油等の防除活動について必要な事項を協議し、かつ、そ

の実施を推進することを目的とする。 

（会の名称） 

第２条 会の名称を「千葉管内排出油等防除協議会」（以下「協議会」という。）という。 

（主な活動海域） 

第３条 本協議会の主な活動海域は、千葉港及び周辺海域とする。 

２ 前項の活動海域は、防除活動を円滑に行う必要があると認めるときは、地理的、施設の設置状況等を

勘案して、２以上の海域に分割することができる。 

（協議会の業務） 

第４条 協議会は次の業務を行う。 

  （１）排出油等の防除に関する自主基準（防除活動マニュアル）の作成 

  （２）排出油等の防除に関する技術の調査及び研究 

  （３）排出油等の防除に関する教育及び共同訓練の実施 

  （４）排出油等の防除に関する重要事項の協議 

  （５）各機関が行う防除活動の調整 

  （６）隣接する排出油等に関する防除協議会との協力体制の強化及び推進 

２ 会長は前項の業務を行うに当たり、必要により部会を設けるものとし、同部会に専門家等を参加させ

ることができるものとする。 

（組  織） 

第５条 協議会の会員は、排出油等防除に関する関係行政機関、地方自治体、関係団体、民間事業所等別

表に掲げる各機関の長又はその指名する職員とする。 

２ 協議会に次の役員を置く。 

      会  長   １名 

      副 会 長   １名 

      地区幹事   ３名 

      会計監事   １名 

３ 会長は千葉海上保安部長をもって充て、会務を総理する。 

４ 副会長は、地区幹事の互選とし、会長を補佐するものとする。 

５ 地区幹事は、各地区に所在する関係団体、民間事業所等の会員の推薦により選出し、総会で承認する。 

６ 会計監事は、総会において選出し、会務の状況及び会計を監査する。 

７ 第4条第2項の部会の名称は会長が定め、その要員は会員の中から会長が指名するものとする。 

（役員の任期） 

第６条 役員（会長を除く。）の任期は１年とし、再任を妨げない。 

（総  会） 

第７条 総会は、定例総会及び臨時総会とし、会員の過半数の出席がなければ議決することができない。 

２ 定例総会は、年１回、臨時総会は会長が必要と認める場合に開催するものとし、総会の招集は会長が

行う。 

３ 会議の議長は会長が行い、議事は、出席者の過半数をもって決する。 

可否同数のときは、会長が決するところによる。なお、会長が病気その他やむを得ない事由により

不在である場合は、副会長が代行するものとする。 

（総会の付議事項） 

第８条 総会における付議事項は、次のとおりとする。 
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  （１）事業報告の承認及び事業計画の審議決定 

  （２）決算の承認及び予算の審議決定 

  （３）地区幹事及び会計監事の選出、承認 

  （４）会則等の制定改廃 

  （５）その他協議会の運営に必要な事項 

（役 員 会） 

第９条 役員会は、第５条第２項に定める役員をもって構成する。 

２ 役員会の招集は、会長が必要に応じ行う。 

３ 会長は、会長が必要と認める役員以外の会員を役員会に出席させることができる。 

（役員会の任務） 

第10条 役員会の任務は次のとおりとする。 

  （１）総会に付議すべき事項の検討・立案 

  （２）総会において決議した事項の執行 

  （３）総会の決議を要しない事項の執行 

  （４）防除活動マニュアルに関する企画・立案 

  （５）訓練の企画・立案及び実施 

  （６）その他協議会の目的達成のため必要な事項 

（資料の提出） 

第11条 会員は、排出油等防除の際に必要な次の各号に関する資料に変更が生じた場合は、その都度提出

するものとする。 

  （１）船艇、防除資機材等の保有状況及び動員計画 

  （２）情報連絡体制（連絡担当者、昼夜間の電話番号、ＦＡＸ番号等） 

  （３）その他必要な事項 

２ 会長は、前項の資料を取りまとめ、東京湾排出油等防除協議会会長へ提出するものとする。 

（排出油等防除隊の編成） 

第12条 各地区幹事は、各地区内の関係団体、民間事業所等の会員と協議し、あらかじめ、当該地区にお

ける排出油等防除隊を編成しておかなければならない。 

２ 各地区幹事は、前項に規定する排出油等防除隊を編成した場合若しくはその全部又は一部を変更した

場合は、速やかに会長に提出するものとする。 

（訓  練） 

第13条 協議会は、排出油等事故発生時における各機関の防除活動に資するため、年１回以上、排出油等

防除訓練または研修を行うものとする。 

（排出油等防除計画に係る意見の提出） 

第14条 協議会は、海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律第43条の６第２項の規定に基づき、会員

の協議により必要と認める場合は、千葉管内に係る同法第43条の５第１項の排出油等防除計画につい

て、海上保安庁長官に対し意見を述べるものとする。 

（情報提供） 

第15条 会長は、千葉管内において排出油等事故が発生し、又は発生するおそれがある場合は、協議会に

対し、速やかに事故に関する情報を通知するものとする。 

（調整本部の設置及び活動の調整） 

第16条 会長は、第１５条により情報提供を行った場合は、必要により調整本部を設置し、防除活動の調

整を行うものとする。 

２ 調整本部は、会長、地区幹事及び会長が必要と認める者により構成し、調整本部長は、会長が兼務す

る。 

（経費の求償） 

第17条 防除活動に要した経費の求償は、原則として各機関毎に原因者に請求するものとし、協議会はそ

の支援及び調整を図るものとする。 
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（会  費） 

第18条 会員は、定例総会において決定した会費を負担するものとする。 

会計年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月末日に終わるものとする。 

２ 毎年１回、１項の収支決算を行い、定例総会で報告する。 

（災害の補償） 

第19条 防除活動（訓練を含む。）に出動した各機関に所属した者が活動のために災害（負傷、疾病、傷

害又は死亡をいう。）を受けた場合における補償については、法令に定めのある場合を除き、当該被災

した者の所属する機関が行うものとする。 

（事 務 局） 

第20条 協議会の事務局は千葉海上保安部警備救難課に置く。 

 

  付  則 

     この会則は、平成9年11月25日から施行する。 

  付  則 

     この会則は、平成19年6月7日から施行する。 

付  則 

     この会則は、令和元年6月25日から施行する。 
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別表 

千葉管内排出油等防除協議会名簿 

令和５年４月現在 

 順不同  

 

    １．千葉海上保安部（事務局） 

    ２. 国土交通省関東地方整備局千葉港湾事務所 

    ３．国土交通省関東地方整備局江戸川河川事務所 

    ４. 千葉県 

    ５．千葉県千葉港湾事務所 

    ６. 千葉県葛南港湾事務所 

     ７．千葉市 

８．千葉市消防局 

    ９．船橋市  

10．市原市 

     11．市原市消防局 

     12. 市川市消防局 

    13．浦安市消防本部 

    14. 習志野市消防本部 

    15. 袖ケ浦市消防本部 

    16．市川地区海上共同防災協議会 

    17．市川市漁業協同組合 

    18. 船橋市漁業協同組合 

    19．東洋合成工業株式会社高浜油槽所 

    20. 日本サン石油株式会社市川工場 

    21. ＥＮＥＯＳ株式会社市川油槽所 

    22．丸善株式会社京葉油槽所 

    23. 三国屋建設株式会社千葉支店 

24. 株式会社市川アストモスターミナル 

    25. 千葉地区海上共同防災協議会 

           （ＪＦＥスチール株式会社東日本製鉄所千葉地区環境・防災部） 

    26．ＪＦＥスチール株式会社東日本製鉄所千葉地区 

    27. ＪＦＥケミカル株式会社東日本製造所千葉工場 

    28．エヌアイケミカル株式会社千葉事業所 

    29. 株式会社ＪＥＲＡ千葉火力発電所 

    30．丸紅エネックス株式会社千葉ターミナル 

    31. 成田国際空港株式会社千葉港頭事務所 

    32. 東京湾水先区水先人会千葉事務所 

    33. 千葉エーゼント会 

（千葉海運産業株式会社） 

    34．千葉曳船協会 

      （防災特殊曳船株式会社） 

    35. 千葉曳船協会 

（東京汽船株式会社千葉支店） 

36. 千葉曳船協会 

（株式会社新日本海洋社千葉支店） 

    37. 株式会社ダイトーコーポレーション千葉支店 
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    38．東京サルベージ株式会社 

39．日本タンクターミナル株式会社 

40．千葉ベグオイルタンクターミナル株式会社 

41．株式会社Ｊ－オイルミルズ千葉工場 

42．市原・袖ケ浦地区海上共同防災協議会 

    43. 富士石油株式会社袖ケ浦製油所 

    44．コスモ石油株式会社千葉製油所 

    45. 大阪国際石油精製株式会社千葉製油所 

    46．出光興産株式会社千葉事業所 

    47．株式会社ＪＥＲＡ袖ケ浦火力発電所 

    48. 株式会社ＪＥＲＡ姉崎火力発電所 

    49．ティー・エム・ターミナル株式会社市原事業所 

    50. ＤＩＣ株式会社千葉工場 

    51．ＪＮＣ石油化学株式会社市原製造所 

    52．丸善石油化学株式会社千葉工場 

    53. デンカ株式会社千葉工場 

    54．三井化学株式会社市原工場 

    55．住友化学株式会社千葉工場（姉崎地区） 

56. 住友化学株式会社千葉工場（袖ケ浦地区） 

    57. ＥＮＥＯＳ株式会社袖ケ浦事業所 

    58．ＡＧＣ株式会社千葉工場 

    59．ＫＨネオケム株式会社千葉工場 

    60. 日本曹達株式会社千葉工場 

    61．旭化成株式会社千葉工場 

    62. 京葉シーバース株式会社 

    63．東京ガス株式会社袖ケ浦LNG基地 

    64．東レ株式会社千葉工場 

65．株式会社ＥＮＥＯＳマテリアル千葉工場 

66．日新理化株式会社 

    67．キャボットジャパン株式会社千葉工場 

68．日本燐酸株式会社 

    69．ダウ・東レ株式会社 

70．株式会社ダイセキ千葉事業所 

    71．昭石化工株式会社瀝青袖ケ浦事業所 

 

非会員（関係機関） 

順不同 

１．千葉県警察本部（水上警察隊） 

２．市川市 

３．浦安市 

４．習志野市 

５．袖ヶ浦市 

６．船橋市消防局 
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６ 木更津管内排出油等防除協議会会則 
 

（目  的） 

第１条 この協議会は、海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律 (昭和45年法律 第136号) 第43条の

６第１項の協議会として、東京湾内において大量の油又は有害液体物質（以下「油等」という。）の排

出事故が発生した場合の木更津管内の排出油等の防除活動について必要な事項を協議し、かつ、その

実施を推進することを目的とする。 

（会の名称） 

第２条 会の名称を「木更津管内排出油等防除協議会」（以下「協議会」という。）という。 

（主な活動海域） 

第３条 本協議会の主な活動海域は、千葉県木更津市から富津市に至る沿岸海域とする。 

２ 前項の活動海域は、防除活動を円滑に行う必要があると認める時は、地理的、施設の設置状況等を勘

案して、２以上の地域に分割することができる。 

（協議会の業務） 

第４条 協議会は、次の業務を行う。 

   １ 排出油等の防除に関する自主基準（防除活動マニュアル）の作成 

   ２ 排出油等の防除に関する技術の調査及び研究 

   ３ 排出油等の防除に関する教育及び共同訓練の実施 

   ４ 各機関が行う防除活動の調整 

   ５ その他、排出油等の防除に関する重要事項の協議 

（組  織） 

第５条 協議会の会員は、排出油等防除に関係する関係行政機関、地方自治体、関係団体、民間事業所等

別表に掲げる各機関とする。 

  ２ 協議会に、次の役員を置く。 

      会  長     １名 

      副 会 長     １名 

      地区幹事     ２名 

  ３ 会長は、木更津海上保安署長をもって充て、会務を総理する。 

  ４ 副会長は、会長を補佐するものとする。 

  ５ 副会長及び地区幹事は、会長が指名し、総会で承認する。 

（役員の任期） 

第６条 役員（会長を除く。）の任期は１年とし、再任を妨げない。 

（総  会） 

第７条 総会は、定例総会及び臨時総会とし、会員の過半数の出席がなければ、議決することができない。 

２ 定例総会は年１回、臨時総会は会長が必要と認める場合に開催するものとし、総会の招集は会長が行

う。但し、特段の議事事項が無いときには、定期総会の開催を省くことが出来る。 

３ 会議の議長は、会長が行い、議事は、出席者の過半数をもって決する。可否同数のときは、会長の決

するところによる。 

（総会の付議事項） 

第８条 総会における付議事項は、次のとおりとする。 

   １ 事業報告の承認及び事業計画の審議決定 

   ２ 副会長及び地区幹事の承認 

   ３ 会則等の制定改廃 

   ４ その他、協議会の運営に必要な事項 

（役 員 会） 

第９条 役員会は、第５条第２項に定める役員をもって構成する。 

  ２ 役員会の招集は、会長が必要に応じてこれを行う。 

  ３ 会長は、会長が必要と認める役員以外の会員を役員会に出席させることができる。 
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（役員会の任務） 

第10条 役員会の任務は、次のとおりとする。 

   １ 総会に付議すべき事項の検討・立案 

   ２ 総会において決議した事項の執行 

   ３ 総会の決議を要しない事項の執行 

   ４ 防除活動マニュアルに関する企画・立案 

   ５ 訓練の企画・立案及び実施 

   ６ その他、協議会の目的達成のため必要な事項 

（資料の提出） 

第11条 会員は、排出油等防除の際に必要な次の各号に関する資料に変更が生じた場合は、その都度会長

に提出するものとする。 

   １ 船艇、防除資器材の保有状況及び動員計画 

   ２ 情報連絡体制（連絡担当者、昼夜間の電話番号、FAX番号等） 

   ３ その他、必要な事項 

（排出油等防除隊の編成） 

第12条 役員会は、各地区内の会員と協議し、あらかじめ、各地区における排出油等防除隊を編成してお

くものとする。 

（訓  練） 

第13条 協議会は、排出油等流出事故発生時における各機関の防除活動に資するため、年１回以上、排出

油等防除に必要な訓練を行うものとする。 

（排出油等防除計画に係る意見の提出） 

第14条 協議会は、海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律第43条の６第２項の規定に基づき、会員

の協議により必要と認める場合は、同法第43条の５第１項の排出油等防除計画について、海上保安庁

長官に対し意見を述べるものとする。 

（情報提供） 

第15条 会長は、木更津管内において排出油等事故が発生し、又は発生するおそれがある場合は、協議会

に対し、速やかに事故に関する情報を通知するものとする。 

（ 総合調整本部の設置及び活動の調整） 

第16条 会長は第15条により情報提供を行った場合は、必要により総合調整本部を設置し、防除活動の調

整を行うものとする。 

２ 総合調整本部は、役員及び会長が必要と認める者により構成し、総合調整本部長は、会長が兼務する。 

（経費の求償） 

第17条 防除活動に要した経費の求償は、原則として各機関毎に原因者に請求するものとし、協議会はそ

の支援及び調整を図るものとする。 

（災害の補償） 

第18条 防除活動に出動した各機関に所属する者が活動のために災害 (負傷、疾病障害又は死亡をい

う。) を受けた場合における補償については、法令に定めのある場合を除き、当該被災した者の所属

する機関が行うものとする。 

（事 務 局） 

第19条 協議会の事務局は、木更津海上保安署において行う。 

   附 則 

 この会則は、平成９年11月20日から施行する。 

   附 則 

 この会則の一部改正は、平成12年6月14日から施行する。 

   附 則 

 この会則の一部改正は、平成19年10月1日から施行する。 

附 則 

この会則の一部改正は、平成21年11月25日から施行する。 
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別表 

木更津管内排出油等防除協議会会員 

令和５年４月現在 

順不同 

木更津海上保安署 

千葉県 

千葉県木更津港湾事務所 

千葉県君津土木事務所 

千葉県南部漁港事務所 

千葉県木更津警察署 

千葉県君津警察署 

千葉県富津警察署 

木更津市 

君津市 

富津市 

木更津市消防本部 

君津市消防本部 

富津市消防本部 

 

（木更津、君津地区） 

金田漁業協同組合 

新木更津市漁業協同組合 

京葉臨海南部地区共同防災組織 

（日本製鉄㈱東日本製鉄所君津地区） 

㈱掘江商店木更津営業所 

共栄海運㈱ 

千葉県内航海運組合 

マリンサービス㈱  

㈱新日本海洋社君津支店   

（有）栄宝丸つり船店  

（有）宮川丸 

セントラル㈱ 

若築建設㈱木更津工事事務所 

東亜建設工業㈱千葉支店南総工事事務所 

五洋建設㈱東京土木支店千葉工事事務所 

（富津地区） 

富津漁業協同組合 

新富津漁業協同組合 

大佐和漁業協同組合 

天羽漁業協同組合 

㈱JERA富津火力発電所 

㈱アイ・エス・ビー 

日本ハイボルテージケーブル㈱ 

㈱駒井ハルテック 

あおみ建設㈱東京支店君津工事事務所 

㈱大滝工務店館山出張所 

東京湾フェリー㈱金谷支店 

金谷マリーナ 

（有）竹岡マリーナ 

大興産業㈱ 

ひらき 
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７ 館山管内排出油等防除協議会会則 
 

（目  的） 

第１条 この協議会は、海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律（昭和45年法律 第136号）第43条の

６第１項の協議会として、東京湾及び周辺海域において大量の油又は有害液体物質（以下「油等」と

いう。）の排出事故が発生した場合の館山管内の排出油等の防除活動について必要な事項を協議し、か

つ、その実施を推進することを目的とする。 

（会の名称） 

第２条 会の名称を「館山管内排出油等防除協議会」（以下「協議会」という。）という。 

（主な活動海域） 

第３条 本協議会の主な海域は、館山港及び周辺地域（千葉県安房郡鋸南町から千葉県南房総市白浜町に

至る沿岸海域）とする。 

２ 前項の活動海域は、防除活動を円滑に行う必要があると認める時は、地理的、施設の設置状況等を勘

案して、２以上の海域に分割することができる。 

（協議会の業務） 

第４条 協議会は次の業務を行う。 

 （1）排出油等の防除に関する自主基準（防除活動マニュアルの作成） 

 （2）排出油等の防除に関する技術の調査及び研究 

 （3）排出油等の防除に関する教育及び共同訓練の実施 

 （4）排出油等の防除に関する重要事項の協議 

 （5）各機関が行う防除活動の調整 

 （6）隣接する排出油等に関する防除協議会との協力 

（組  織） 

第５条 協議会の役員は、排出油等防除に関する関係行政機関、地方公共団体、関係団体、民間事業所等

別表に掲げる各機関の長又はその指名する職員とする。 

２ 協議会に、次の役員を置く。 

      会  長     １名 

      副 会 長     １名 

      地区幹事     ３名（内１名は副会長を兼務する。） 

３ 会長は千葉海上保安部長をもって充て、会務を総理する。 

４ 副会長は地区幹事の互選とし、会長を補佐するものとする。 

５ 地区とは、行政区域を表す鋸南町、館山市、南房総市（富山町、富浦町、白浜町）を指し、それぞれ

鋸南地区、館山地区、南房総地区とする。 

６ 地区幹事は、各地区に所在する関係団体、民間事業所等の会員の推薦により選出し、総会で承認する。 

（役員の任期） 

第６条 役員（会長を除く。）の任期は1年とし、再任を妨げない。 

（総  会） 

第７条 総会は、定例総会及び臨時総会とし、会員の過半数の出席がなければ、議決することができない。 

２ 定例総会は年１回、臨時総会は会長が必要と認める場合に開催するものとし、総会の招集は会長が行

う。 

３ 会議の議長は、会長が行い、議事は、出席者の過半数をもって決する。 

  可否同数のときは、会長が決するところによる。また、会長が病気その他やむを得ない事由により不

在である場合は、副会長が代行するものとする。 

（総会の付議事項） 

第８条 総会における付議事項は、次のとおりとする。 

 （1）業務報告の承認及び事業計画の審議決定 

 （2）地区幹事の選出、承認 
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 （3）会則等の制定改廃 

 （4）その他協議会の運営に必要な事項 

（役 員 会） 

第９条 役員会は、第５条第２項に定める役員をもって構成する。 

２ 役員会の招集は、会長が必要に応じ行う。 

３ 会長は、会長が必要と認める役員以外の会員を役員会に出席させることができる。 

（役員会の任務） 

第10条 役員会の任務は次のとおりとする。 

 （1）総会に付議すべき事項の検討・立案 

 （2）総会において決議した事項の執行 

 （3）総会の決議を要しない事項の執行 

 （4）防除活動マニュアルに関する企画・立案 

 （5）訓練の企画・立案及び実施 

 （6）その他協議会の目的達成のため必要な事項 

（資料の提出） 

第11条 会員は、排出油等防除の際に必要な次の各号に関する資料に変更が生じた場合は、その都度提出

するものとする。 

 （1）情報連絡体制（連絡担当者、昼夜間の電話番号、FAX番号等） 

 （2）その他必要な事項 

（排出油等防除計画に係る意見の提出） 

第12条 協議会は、海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律第43条の６第２項の規定に基づき、会員

の協議により必要と認める場合は、館山管内に係る同法第43条の５第１項の排出油等防除計画につい

て、海上保安庁長官に対し意見を述べるものとする。 

（情報提供） 

第13条 会長は、館山管内において排出油等事故が発生し、又は発生するおそれがある場合は、協議会に

対し、速やかに事故に関する情報を通知するものとする。 

（出  動） 

第14条 会員は、油等の排出事故において、原因者等から出動要請があり、又は自己の判断により出動す

る場合は、会長に通報するものとする。 

（調整本部の設置及び活動の調整） 

第15条 会長は、油等の排出事故が発生し、又は発生するおそれがある場合は、必要により調整本部を設

置し、防除活動の調整を行うものとする。 

２ 調整本部は、会長、地区幹事及び会長が必要と認める者により構成し、調整本部長は、会長が兼務す

る。 

（経費の求償） 

第16条 防除活動に要した経費の求償は、原則として各機関毎に原因者に請求するものとし、協議会はそ

の支援及び調整を図るものとする。 

（災害の補償） 

第17条 防除活動（訓練を含む。）に出動した各機関に所属した者が活動のために災害（負傷、疾病、障

害又は死亡をいう。）を受けた場合における補償については、法令に定めのある場合を除き、当該被災

した者の所属する機関が行うものとする。 

（事 務 局） 

第18条 協議会の事務局は千葉海上保安部警備救難課に置く。 
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   付 則 

 この会則は、平成９年11月19日から施行する。 

   付 則 

 この会則は、平成１９年１月３１日から施行する。 

   付 則 

 この会則は、平成１９年６月２８日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

     別表 

館山管内排出油等防除協議会名簿 

                                       令和５年４月現在

順不同 

１．千葉海上保安部（事務局） 

２．千葉県（防災危機管理部防災対策課） 

３．館山市（危機管理部危機管理課） 

４．南房総市（市民生活部消防防災課） 

５．鋸南町（総務企画課） 

６．鋸南町保田漁業協同組合 

７．鋸南町勝山漁業協同組合 

８．岩井富浦漁業協同組合本所 

９．岩井富浦漁業協同組合支所 

10．館山漁業協同組合 

11．西岬漁業協同組合 

12．波左間漁業協同組合 

13．東安房漁業協同組合 

14．館山港臨港事業協同組合 

15．丸高ライフエナジー株式会社 

 

 

非会員（関係機関） 

順不同 

１．千葉県警察本部（館山警察署） 

２．安房郡市広域市町村圏事務組合 

３．海上自衛隊第２１航空群司令部 

 



 

- 120 -

８ 千葉県高圧ガス地域防災協議会規約 
 

第１章   総     則 

（目 的） 

第１条 本協議会は、千葉県における地域防災体制を確立し、県内の高圧ガスの移動等に係る災害の発生

または拡大の防止を図り、もって公共の安全確保に寄与することを目的とする。 

（名 称） 

第２条  本協議会は、千葉県高圧ガス地域防災協議会（以下「協議会」という。）という。 

（事務所） 

第３条 協議会の事務所を、千葉市に置く。 

（業 務） 

第４条 協議会は、第１条の目的を達成するために次の業務を行う。 

(1) 千葉県内における高圧ガスの移動等に係る事故の応援活動に関すること。 

(2) 事故及び輸送状況の調査。 

(3) 防災に関する教育訓練の企画及び実施。 

(4) 高圧ガス移動等に係る防災事業所の指定及びリストの作成・配布。 

(5) 応援活動に必要な資器材等の購入、配備及び管理に関すること。 

(6) 応援活動に伴う災害補償及び保険その他相互援助に関すること。 

(7) 関係行政機関との連携及び他地域の高圧ガス地域防災組織との連絡､調整。 

(8) その他協議会の目的達成に必要な業務 

2 前各号に定める業務の具体的事項については、細則に定める。 

（会員証明書等の発行） 

第５条 協議会は、協議会を構成する団体の会員に対して必要に応じて協議会の会員であることを証する

証明書を発行する。 

 

第２章   組     織 

（構 成） 

第６条 協議会は、一般社団法人千葉県高圧ガス保安協会、公益社団法人千葉県ＬＰガス協会、一般社団

法人千葉県冷凍設備保安協会、及び千葉県高圧ガス流通保安協会で構成する。 

（役 員） 

第７条 協議会の業務を推進するため協議会に次の役員を置く。 

(1)  会  長        1名 

(2)  副会長          1名 

(3)  理  事         4名 

(4)  監  事          1名 

2 役員の構成は、次のとおりとする。 

(1) 一般社団法人千葉県高圧ガス保安協会の会長の職にある者、副会長の職にある者、並びに輸送部

会長の職にある者の計 3名 

(2) 公益社団法人千葉県ＬＰガス協会の会長の職にある者、並びに会長の指名する者の計2名 

(3) 一般社団法人千葉県冷凍設備保安協会の会長の職にある者 

(4) 千葉県高圧ガス流通保安協会の会長の職にある者 

（役員の選任） 

第８条 役員の選任は、次のとおりとする。 

（1） 会長は一般社団法人千葉県高圧ガス保安協会の会長の職にある者をもって充てる。 

（2） 副会長は公益社団法人千葉県ＬＰガス協会の会長の職にある者をもって充てる。 

（3） 監事は公益社団法人千葉県ＬＰガス協会の会長が指名する者をもって充てる。 

（4） 会長、副会長、理事と監事とは相互に兼ねることが出来ない。 
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（役員の任期） 

第９条 役員の任期は次のとおりとする。 

（1） 役員の任期は１年とする。ただし再任を妨げない。 

（2） 役員に変更があった場合は、その後任者が引き続き前任者の職務を行う。 

後任役員は、事務局を通して他役員に遅滞なく通知しなければならない。 

（3） 後任役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（役員の業務） 

第１０条 役員の職務は、次のとおりとする。 

（1）会長は、協議会を代表し、その業務を統轄する。 

（2）副会長は、会長を補佐し、会長事故あるときは、その職務を代行する。 

（3）理事は、理事会を構成し、会務を執行する。 

（4）監事は、協議会の業務及び会計を監査する。 

（会 費） 

第１１条 協議会の構成員は、次に定める額の会費を納入する 

（1） 一般社団法人千葉県高圧ガス保安協会   ２,１００,０００円 

（2） 公益社団法人千葉県ＬＰガス協会     １,２６０,０００円 

（3） 一般社団法人千葉県冷凍設備保安協会      ３００,０００円  

（4） 千葉県高圧ガス流通保安協会             １００,０００円 

会費については、総会の決議を経て、上記会費総額の30％を限度として、一定期間 

（総会決議による）増減することができる。 

（会費等の不返還） 

第１２条 構成員が納入した会費等の拠出金等は、返還しない。                                                           

 

第３章   会      議 

（会 議） 

第１３条 会議は、総会とする。 

2 総会は、毎年１回開催するほか、会長が必要と認めたとき開催する。 

3 総会は、役員をもって構成する。 

4 総会は、会長が招集し、役員の過半数の出席によって成立する。委任状の提出により、総会に出席

したものとみなし、表決権を行使できる。  

5 総会の議長は、会長とする。  

6 総会の議決は、出席役員の過半数をもってこれを決し、可否同数のときは、議長がこれを決する。 

（議決事項） 

第１４条 次の事項は総会の議決を必要とする。 

(1) 収支決算及び事業報告の承認 

(2) 収支予算及び事業計画の承認 

(3) 規約の変更 

(4) 会費の額 

(5) その他会長が必要と認めた事項 

 

第４章   事 務 局 

（事務局） 

第１５条 協議会の業務を処理するため事務局を置く。 

（事務の委託） 

第１６条 事務局の行う事務は、一般社団法人千葉県高圧ガス保安協会に委託する。 
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第５章  防 災 事 業 所                                                                                                            

（防災事業所の指定等） 

第１７条 会長は、第４条第１項（１）に定める応援活動に関する業務を遂行するため、防災事業所を指

定する。 

2 防災事業所は、県内の主要道路に沿ってガスの種類別に設置することを基本とする。 

3 防災事業所の指定は、協議会を構成する各団体から推薦を受けた事業所について千葉県知事の意見

を聴き会長が指定する。 

4 同一防災事業所において当該事業所の取扱うガスの種類及び事業所の規模、能力により、２以上の

ガスの種類について指定することができる。 

5 防災事業所の名称、所在地、ガス名等の変更があった場合、若しくは指定を解除する場合、所属す

る団体からの届出により会長が決定する。 

（防災事業所として必要な措置） 

第１８条 防災事業所の事業主は、防災事業所の指定を受けるにあたって、あらかじめ 次に示す事項を

実施しなければならない。 

(1) 高圧ガスの移動等に係る事故の応援活動に当該事業所の防災要員を従事させること及びその内容、

出動範囲等を労働協約、就業規則等に明確にすること。 

(2) 応援活動への出動命令等に関する当該事業所における命令系統及びその実施方法を明確にするこ

と。 

（防災事業所の資格） 

第１９条 防災事業所は、高圧ガス保安法に規定する第一種製造者または高圧ガス販売業者及びガス事業

法に定めるガス事業者であって応援活動に必要な資材、器具等に関する知識、経験を有する防災要員を

保有し、応援活動を円滑に行う能力を有するものでなければならない。                           

（防災事業所への応援要請） 

第２０条 防災事業所への応援要請は、事故発生場所を管轄する消防機関または警察署及び必要に応じ千

葉県防災危機管理部産業保安課または千葉市消防局が行うものとし、その他の者からの要請では出動し

ないものとする。 

  2 防災事業所は、前項の応援要請があった場合は、止むを得ない事情がない限り事故現場に出動し、

応援活動を行うものとする。   

（防災事業所出動の範囲） 

第２１条 防災事業所が応援要請を受けて出動する範囲は、次のとおりとする。 

(1) 高圧ガスの移動に係る事故災害 （事業所構内における移動またはバラ積み輸送における充てん

容器等の積みおろし作業を含む。）  

(2) ＬＰガス及び一般高圧ガスの充てん所、ＬＰガススタンド等小規模な高圧ガス製造事業所及び消

費事業所の事故災害 (一般家庭、店舗、旅館等は除く。) 

（出動に関する権限） 

第２２条 会長は、防災事業所が応援要請を受けた場合の防災要員の派遣に関する権限を防災事業所長に

委任する。ただし、当該事業所の出動に係るものに限る。 

（防災事業所の任務） 

第２３条 防災事業所が消防機関または警察署から応援要請を受けたとき、及び千葉県または千葉市が必

要と認め防災事業所に応援要請をしたときは、要請に応じて出動し、消防機関、警察または、千葉県、

千葉市に対して防災活動に必要な技術的助言をしなければならない。 

（防災事業所の業務） 

第２４条 防災事業所は、次に掲げる業務を実施するものとする。 

(1) 当該事業所の従業員のうちから防災要員の指名及びその確保 

(2) 必要な資材、器具等の保有及び整備 

(3) 防災要員の派遣による応援活動の実施 

(4) 事故、災害発生の際における関係先への連絡 

(5) 応援活動に関する協議会への報告 
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(6) 労働災害補償保険等の保険手続き 

 

第６章  費  用  の  負  担 

（協議会が負担する費用） 

第２５条 協議会が負担する費用は、次に掲げるものとする。 

 (1) 資材、器具等の購入及び管理に要する費用、ただし、協議会が配備した器具等の修理等について

は、当該事業所において実施し、その費用を負担するものとする。 

  (2) その他第４条に定める業務の遂行に必要な経費、ただし、次条に定める費用を除く。 

 （事故発生者の負担する費用） 

第２６条 事故発生者は、防災事業所が応援要請を受けて出動した場合、次の応援活動に要した費用を防

災事業所に支払わなければならない。 

(1) 防災事業所が派遣した防災要員の旅費、手当 

(2) 器具及び薬剤等応援活動に要した費用 

2 前項の費用は、防災事業所長が事故発生者に直接請求する。 

3 第１項の費用は、他に事故の原因者がある場合でも事故発生者が支払い、当該費用は、事故発生者

が原因者と直接交渉するものとする。 

（災害補償） 

第２７条 応援活動により生じた防災要員の死傷による災害補償は、協議会が付保する「高圧ガス地域防

災協議会に係る傷害保険」及び当該応援者所属事業所の労働者災害保険を適用する。 

 

第７章   会  計 

（事業年度） 

第２８条 協議会の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

（経 費） 

第２９条 協議会の運営に必要な経費は、原則として次に掲げるものをもって支弁する。 

(1)  会 費 

(2)  その他の収入  

（臨時分担金の徴収） 

第３０条 協議会は、必要に応じ臨時分担金を徴収することができる。 

付  則                             

  本規約は、昭和５７年４月１日から実施する。         

昭和５７年７月１０日 一部改正 

昭和６２年５月１４日 一部改正 

平成  ２年７月１０日 一部改正 

平成  ３年８月  ７日 一部改正 

平成  ５年７月  ５日 一部改正 

平成１５年７月１７日 一部改正 

平成１６年７月１４日 一部改正 

平成２２年７月２９日 一部改正 

平成２５年７月２９日 一部改正 

平成２６年７月２８日 一部改正 

平成２７年８月 ５日 一部改正 

平成３０年４月  １日 一部改正 

令和 元年７月１０日 一部改正 

令和 ２年８月 ７日 一部改正 

令和 ３年８月１０日 一部改正 

令和 ４年４月 １日 一部改正 
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９ 海水油濁処理協力機構千葉支部規程 
 

（名  称） 

第１条 この組織の名称は海水油濁処理協力機構千葉支部（以下「支部」という。）と称する。 

（目  的） 

第２条 この規程は「海水油濁処理協力機構地方支部規程」に基づき、支部の組織および権限等を具体的

に定めることにより、流出油事故発生時において、防除活動のための迅速かつ機動的組織的な協力援

助活動を行い、もって被害を最小限に止めることおよび、支部の円滑な運営を図ることを目的とする。 

（構成および組織） 

第３条 支部は、別紙名簿（別表－1）(略) に定める会社をもって構成し、海水油濁処理協力機構地方支

部規程第３条に定める支部長または統括者、現場指揮者、対策班、記録班、補給班、通信班および作

業班をもって組織する。 

２ 支部長および統括者は、第４条に定めるものをもってこれにあたる。 

３ 現場指揮者は第４条に定める支部長会社または統括者会社の流出油処理作業の現場責任者をもってこ

れにあてる。 

４ 対策班、記録班、補給班および通信班の構成員は、支部加盟会社より原則として正副各１名づつの代

表者を選任しこれにあてる。ただし第５条に定める幹事会社４社以外の各社はこの限りでない。 

５ 各班の長は、支部長が任命するものとする。ただし緊急時は、事故発生会社または協力要請会社の代

表者を各班の長とする。 

６ 作業班の構成員は、平常時にあっては幹事会社の作業員および加盟会社の作業員をもって適宜編成し

ておき、緊急時にあっては統括者において必要な拡充を行うことができる。 

（支部長、統括者） 

第４条 支部の最高責任者として支部長を置き第７条に定める平常時の業務を統括させる。 

  支部長は、第５条に定める支部長会社から選任し、その任期は１年とし、変更があったときは、速か

に本部に報告するものとする． 

２ 緊急時にあっては、事故発生会社または協力要請会社の事業場の最高責任者を統括者とし、第８条に

定める緊急時活動を統括するものとする。 

（幹事会社および支部長会社） 

第５条 支部に幹事会社および支部長会社を置く。 

  次の４社を幹事会社とし、４社持ち廻りで次の順番で支部長会社を決定する。 

   一 コスモ石油株式会社千葉製油所 

   二 極東石油工業株式会社千葉製油所 

   三 出光興産株式会社千葉製油所 

   四 富士石油株式会社柚ケ補製油所 

２ 支部長会社は支部の代表として支部業務を総括する。 

３ 支部長会社の任期は１年間とし４月から翌年の３月までとする。 

４ 幹事会社の任期は本機構が解散されるまでの間とする。 

（会  議） 

第６条 会議は定例会議および臨時会議とし支部長が招集する。 

２ 会議の構成員は、支部長が必要に応じ定めるものとする。 

３ 定例会議は年１回以上開催する。 

４ 臨時会議は、必要がある場合に開催する。 

（平常時の業務） 

第７条 平常時は次の業務を行う。 

   一 支部長は、会議の開催および防除訓練の総合指揮を行う。 

   二 現場指揮者は、訓練時に現場指揮を行う。 

   三 対策班は、各地域の実状に応じた流出油処理対策の計画立案にあたるとともに、作業人員な 
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    らびに作業船舶の確保・管理にあたる。 

   四 記録班は、補償機構および事故例の調査研究を行う。 

   五 補給班は船舶以外の資器材の確保・管理にあたる。 

   六 通信班は、各種通信手段の確保・管理にあたる。 

   七 その他必要な業務を行う。 

（緊急時活動） 

第８条 支部は、第三管区海上保安本部および千葉海上保安部又は加盟会社から協力要請があった場合 

 には次の業務を行う。 

   一 統括者は、支部長より自動的に緊急時活動に関する一切の権限の委譲を受けるものとする。 

   二 統括者は、必要に応じ組織の全部または一部に出動を要請するとともに流出処理作業に係る 

    総合指揮を行う。 

   三 現場指揮者は、流出油処理作業の現場指揮を行う。 

   四 対策班は作業人員ならびに作業船舶の組織化にあたると共に油濁防除のための総合的な対応 

    策を立案する。 

   五 記録班は、後日の報告書作成および求償事務の円滑な推進を図るため事故の継続的な記録を 

    取る。 

   六 補給班は、船舶以外の流出油処理のための資器材の確保・点検にあたる。 

   七 通信班は、必要に応じ情報連絡の媒介となるとともに、各種通信手段の確保・整備にあたる。 

   八 その他必要な業務を行う。 

（協力の要請） 

第９条 協力を要請する場合は、次の事項を明確にし、その協力を要請するものとする。 

   一 協力を必要とする事項 

   二 協力を必要とする場所 

   三 協力を必要とする人員、資器材および船艇の数 

   四 その他必要とする事項 

２ 連絡先は別表－１(略) のとおりとする。 

（出  動） 

第10条 第８条第２項および前条の出動または協力の要請を受けた加盟会社は直ちに必要な人員、資器 

 材、船艇等を現場に派遣するものとする。 

  この場合諸資材の運搬は、応援者において要請会社の指示する場所まで搬送するものとする。 

２ 協力要請にもとづき出動するときは、次の事項を統括者に通報するものとする。 

  一 応援者の職氏名 

  二 出動人員及び船艇（船名、屯数、その他） 

  三 資器材の数量および輸送方法 

（現場到着後の行動） 

第11条 現場へ到着した応援者は、必要事項を報告し統括者または現場指揮者の指揮下に入り行動する 

 ものとする。 

（資料の交換） 

第12条 各班の構成員は、それぞれの業務に係る必要な資料を適時支部会議に持ち寄り、油濁防除体制 

 の整備・充実を図るものとする。 

（会  費） 

第13条 本支部の会費は、定例支部会議において決定した会費を負担するものとする。会計年度は毎年 

 ４月１日に始まり翌年３月末日に終わるものとする。 

２ 毎年１回１項の収支決算を行い定例会議で報告する。 

３ 前任支部長は、本支部の業務執行の状況及び会計を監査する。 

（経費ならびに求償事務） 

第14条 防除活動に要した経費（経費の求償を含む）は、原則として事故発生会社または協力要請会社 

 が負担するものとする。ただし派遣人員の人件費その他経常的経費は原則として各社の負担とする。 
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２ 会議費・印刷費等平常業務に要した費用の負担については、その都度加盟会社の均等割とする。 

３ 経費の負担等で疑義を生じた場合は、各社協議して解決するものとする。 

（災害補償） 

第15条 防除活動に出動したものが、そのために死亡し、負傷し若しくは疾病にかかり、または廃失と 

 なった場合における災害補償については、法律の定めるところにあってはそれに従い、また法律に定 

 めのない場合、あるいは法律に定める範囲を超えるものについては、当該被災した職員の所属する会 

 社から事故発生会社または協力要請会社に求償するものとする。 

（官庁への報告） 

第16条 緊急時における事故報告その他について、官庁へ報告あるいは届出等必要のあるときは、統括 

 者が行うものとする。 

（協  議） 

第17条 本規程に定めのない事項で疑義を生じた場合は、支部長は関係者ならびに本部と協議するもの 

 とする。 

（規程の変更） 

第18条 本規程の変更は、支部会議で審議決定し、本部の承認を得て行うものとする。 

    付  則 

 １ 別表記載事項に変更のあった場合には、支部長会社へ速やかに連絡するものとする。 

 ２ この規程は昭和48年４月１日より施行する。 

   この規程は昭和58年５月16日より改訂実施する。 



 

- 127 -

１０ 港湾区域内における流出油処理要領 
 

（趣旨） 

第１条 この要領は、県の管理する港湾区域内における流出油の処理について、必要な事項を定める 

 ことを目的とする。 

 

（処理の責任） 

第２条 流出油は、原因者が処理することを原則とする。 

 

（処理の対象) 

第３条 港湾事務所（又は、地域整備センター、整備事務所）（以下、港湾事務所等という。）が行う 

流出油の処理は、県の管理する港湾区域内における原因者が不明な流出油とする。 

２ 原因者が特定されている場合であっても、次の場合は、港湾事務所等は、流出油の回収、拡散防

止等の処理をすることができるものとする。 

なお、原因者には当該処理に要する費用を求償する旨、原則として事前に通知するものとする。  

① 港湾管理上必要があると認められる場合。 

② 海上保安部長（又は、海上保安署長）等から要請を受けた場合。 

 

（処理作業の内容） 

第４条 港湾事務所等が行う流出油の処理作業は、回収作業と拡散防止作業とする。小規模な流出油 

の処理作業には、港湾監視船等による航走攪拌処理等も含むものとする。 

 

（処理作業の委託） 

第５条 港湾事務所等は、能力を有する業者に処理作業を委託することができるものとし、委託でき 

る作業の内容は、次のとおりとする。 

１ 流出油の回収、拡散防止等処理作業に関すること。 

２ その他流出油処理に付随する諸作業を行うこと。 

 

（処理の連絡系統) 

第６条 流出油の処理に関する連絡系統は、別紙１のとおりとする。 

 

（事務の分掌) 

第７条 流出油の処理に関する事務は、港湾事務所等において所掌する。 

 

（油防除資機材の管理） 

第８条 港湾事務所等は、必要な油防除資機材を保有し、油防除資機材台帳（別記様式１）を備え、 

管理するものとする。 

 

（処理費用の求償) 

第９条 港湾事務所等は、油を流出させた原因者には、その費用（処理に要した資機材と同等品の提 

供も含む。）を求償するものとする。求償については、港湾課長と協議するものとする。 

 

（処理の協議） 

第１０条 流出油の処理に関し、この要領により港湾事務所等が処理する場合は、海上保安部長（又 

は、海上保安署長）及び港湾課長と協議するものとし、また、必要に応じ漁業資源課長等関係者と協

議し決定するものとする。 

なお、小規模な流出油に関してはこの限りではない。 
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（処理の報告) 

第１１条 港湾事務所等は、この要領により流出油の処理を実施したときは、その都度、速やかに流 

 出油処理作業実施報告書（別記様式２）により港湾課長に報告するものとする。 

 

（施行期日） 

第１２条 この要領は、昭和５０年４月１日から施行する。 

附則 

（施行期日） 

この要領は、平成 ９年５月２０日から施行する。 

附則 

（施行期日） 

この要領は、平成１２年４月１日から施行する。 

      附則 

    （施行期日） 

      この要領は、平成２２年９月１日から施行する。 
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別記様式２ 

流出油処理作業実施状況報告書 （第  報） 

事務所等名  報告者氏名  報告年月日 年  月  日 

流

出

油

処

理

作

業

実

施

状

況 

日   時 年  月  日      時    分  ～   時   分 

場   所  

範   囲  

天候・波浪 

風向・風力 
 

使 用 船 舶  

出 航 時 刻  

実 施 状 況  

処 理 資 材 

の 

使 用 状 況 

オイルフェンス  ｍ そ 

の 

他 

の 

資 

材 

 油 処 理 剤  kℓ 

吸 着 剤  kg 

その他 

（原因・今後の見込み等） 
 

 

 

（注）油の濃度基準は次表による。 

濃度 外 見 上 の 特 徴 保安庁濃度 

１  海面上の銀白色の油層 E 

２  銀白色の油層の中に十色の条痕 D 

３  七色の明るい色調の油層 C 

４  七色の暗い色調の油層 B 

５  暗褐色の油層 A 
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１１ 千葉県石油コンビナート関係防災情報受伝達要領 
 

（目  的） 

第１条 この要領は、千葉県石油コンビナート等防災本部（以下、｢防災本部｣という。）から石油コンビ

ナート等特別防災区域（以下、「特別防災区域」という。）に所在する関係消防機関及び特定事業所等へ

の防災情報の伝達と、特定事業所等における措置状況等の報告徴収について必要な事項を定め、もって

迅速かつ的確な対策を図ることを目的とする。 

 

（定  義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 関係消防機関  特別防災区域に所在する市川市、千葉市、市原市、袖ケ浦市、木更津市、君津市

の各消防（局）本部をいう。 

(2) 特定事業所等  別表１に掲げる特定事業所、共同防災組織、並びにこれらに準ずる団体をいう。 

(3) 防災情報    次条の表に掲げる情報をいう。 

(4) 一斉同報    ＮＴＴコミュニケーションズ㈱のサービスである「BizFAXスマートキャスト」を

利用した、防災本部から各関係消防機関及び特定事業所等へのファクシミリ送付

をいう。 

(5) 一斉通報    防災行政無線を利用した、防災本部から各関係消防機関への音声及びファクシ 

ミリ送付による伝達をいう。 

 

（防災情報の伝達方法） 

第３条 防災情報の伝達は、下表の種別ごとに、別表２に掲げる伝達方法１及び２により行うもの 

とする。 

防 災 情 報 伝

達

方

法 

備     考 
区 分 種   別 

地

震

関

連

情

報 

東
海
地
震
に 

関
連
す
る
情
報 

警戒宣言発令報 *A  

東海地震予知情報 ２  

東海地震注意情報 ２  

東海地震に関連する調査情報(臨時) ２  

南
海
ト
ラ
フ
地
震
に 

関
連
す
る
情
報 

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒） *B  

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意） *B  

南海トラフ地震臨時情報（調査中） １  

南海トラフ地震臨時情報（調査終了） ２  

 
津波警報 

大津波 
１ 津波予報区である「東京湾内湾」に発表され

た場合に限る。また、震度情報についても併

せて伝達する*C。 

津 波 

津波注意報 津波注意 ２ 

そ の 他 の 

防 災 情 報 
大雨特別警報等 ２ 

他の要領等に基づく連絡が不可能な場合に限

り伝達する。 

*A 伝達方法は第４条（別表３）による。 

*B 伝達方法は第５条（別表３）による。 

*C 津波に関する防災情報が発出されない地震の場合、震度情報については各関係機関において情報収集

を図るものとする。 
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（東海地震に係る警戒宣言発令時の各特定事業所等における措置状況等の報告徴収） 

第４条 東海地震に係る警戒宣言が発令された場合、防災本部は石油コンビナート等防災計画に定めると

ころにより、関係消防機関及び特定事業所に防災情報を伝達する。特定事業所は、関係消防機関を通じ

て、次に掲げる事項を防災本部に報告する。なお、その実施方法については別表３に定めるところによ

る。 

 (1) 地震防災対策組織の設置状況及び非常参集人員数 

 (2) 防災規程に基づく緊急予防措置の実施状況 

 

（南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）及び南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が発表された

際における特定事業所等における防災対応の実施状況等の報告徴収） 

第５条 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）及び南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が発表

された場合、防災本部は石油コンビナート等防災計画に定めるところにより、関係消防機関及び特定事

業所に防災情報を伝達する。特定事業所は、関係消防機関を通じて、次に掲げる事項を防災本部に報告

する。なお、その実施方法については別表３に定めるところによる。 

 (1) 地震防災対策組織の設置状況及び非常参集人員数 

 (2) 防災規定に基づく応急的保安措置等の実施状況 

 

（地震発生時における特定事業所の点検結果等の通報） 

第６条 特別防災区域において地震が発生し、事業所が所在する市で震度５弱以上が観測された場合、も

しくは長周期地震動の階級３以上が観測された場合、各特定事業所は石油コンビナート等防災計画に定

めるところにより、次に掲げる事項について、地震発生後概ね30分以内に管轄消防機関へ通報するもの

とする。更に、異常現象の発生あるいは第１報目において未確認事項があった特定事業所については、

逐次判明した事項を通報するものとする。なお、その実施方法については別表４に定めるところによる。 

 (1) 地震による影響と事業所として実施した措置 

 (2) 地震計を設置している事業所にあっては計測された震度と加速度（ガル） 

 

（大雨、強風、高潮等の発生時における特定事業所の点検結果等の通報） 

第７条 特別防災区域内において、大雨、強風、高潮等が発生し、かつ防災本部が必要と認めた場合、 

各特定事業所は石油コンビナート等防災計画に定めるところにより、次に掲げる事項について、管轄 

消防機関へ通報するものとする。更に、異常現象の発生あるいは第１報目において未確認事項があった

特定事業所については、逐次判明した事項を通報するものとする。なお、その実施方法については別表

４に定めるところによる。 

 (1) 大雨、強風、高潮等による影響と事業所として実施した措置 

 

（通信装置の設置、管理等） 

第８条 一斉同報で利用するファクシミリ装置は、防災本部、関係消防機関、特定事業所等が各々設置の

上、管理するものとする。 

２ 防災本部、関係消防機関、特定事業所等は、情報受伝達に利用する通信装置が常時、正常に機能する

よう装置の管理に努めるものとする。 

３ 関係消防機関及び特定事業所等は、通信装置が停電、故障等により使用できなくなる場合、または 

使用できなくなった場合には、速やかに防災本部に使用できない期間等の必要事項を連絡するものと 

する。また、復旧した場合も同様とする。 

 

（ファクシミリ番号等の変更） 

第９条 特定事業所等は、一斉同報で利用するファクシミリ番号等を変更する場合は、速やかに「防災 

情報伝達先等変更報告書」（別記様式）により防災本部に報告するものとする。 
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（その他） 

第１０条 この要領に定めのない事項は、防災本部、関係消防機関、特定事業所等で別途協議する。 

附  則 

 この要領は、平成１２年９月２０日から施行する。 

 この要領は、平成１６年２月１８日から施行する。 

 この要領は、平成２３年４月１日から施行する。 

この要領は、平成２９年４月１日から施行する。 

 この要領は、令和２年６月９日から施行する。 

この要領は、令和５年３月２７日から施行する。 
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（別表２） 

 

【伝達方法１】 

１ 伝達情報の種類 

・南海トラフ地震臨時情報（調査中） 

・大津波警報、津波警報 
 

２ 伝達手順 

各関係消防機関は、防災本部からの一斉通報を受信した後、管内特定事業所等に対し、専用線 

（ホットライン）や一般加入電話により伝達を開始する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【伝達方法２】 

１ 伝達情報の種類 

   ・東海地震予知情報 

   ・東海地震注意情報 

・東海地震に関連する調査情報(臨時) 

   ・南海トラフ地震臨時情報（調査終了） 

   ・津波注意報 

・その他の防災情報等 

 

２ 伝達手順 

防災本部は関係消防機関及び特定事業所等に対し、一斉通報（防災行政無線）又は一斉同報により 

資料を送付する（関係消防機関から管内特定事業所等への伝達は特に行わない）。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

防
災
本
部 

関
係
消
防
機
関 

特
定
事
業
所
等 

一斉同報による資料送付 

防
災
本
部 

関
係
消
防
機
関 

特
定
事
業
所
等 

一斉同報による資料送付 

一斉通報 
（防災行政無線等） 

専用線、一般加入電話等 

一斉通報 
（防災行政無線等） 
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（別表３） 

 

東海地震に係る警戒宣言発令時、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）発表時、及び南海トラフ地震

臨時情報（巨大地震注意）発表時の各特定事業所からの報告方法 

 

１ 報告徴収方法の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記図中の○数字は、各消防（局）本部における対応手順を示す。 

①：防災本部より報告徴収開始の連絡を受信 

②：各特定事業所からの報告徴収（一般加入電話等） 

③：防災本部への報告 

報告徴収終了後、直ちに取りまとめの上、防災行政無線（防災電話）により報告する。 

 

 

２ 各関係機関における対応内容 

(1) 各消防（局）本部 

防災本部から報告徴収開始の連絡を受けた後、直ちに一般加入電話等により、管内特定事業所からの 

報告徴収を開始する。 

管内特定事業所の対応状況について、取りまとまり次第、防災行政無線（防災電話）により、防災 

本部へ報告する。 

 

(2) 特定事業所 

  石油コンビナート等防災計画に定めるところにより、個々の状況に応じた適切な防災対応を実施する。 

実施状況については、管轄の消防機関へ、一般加入電話等により報告する。 

 

 

① 

 

防災本部 

(防災500-7620,7621) 

千葉市消防局 

（防災 101-8003501） 

市原市消防局 

（防災219-731） 

君津市消防本部 

（防災611-723） 

木更津市消防本部 

（防災206-731） 

袖ケ浦市消防本部 

（防災615-721） 

市川市消防局 

（防災603-721） 

各消防(局)本部管内特定事業所 

② 

一斉同報 

③ 
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（別表４） 

地震発生時及び大雨、強風、高潮等の発生時における通報方法 

 
１ 通報ルート 
 
 

 

 

 
 
 
 

 

２ 各関係機関における対応内容 

(1) 特定事業所 

一般加入電話等により下記へ通報するものとする。 

なお、大雨、強風、高潮等の発生時には、防災本部から関係消防機関及び各特定事業所へ報告依頼を

する。ただし、異常現象等が発生した場合の通報先は各共同指令センターへの専用線、もしくは１１９

番とする。 

 

消 防 機 関 名  通報先電話番号 

市 川 市 消 防 局 047-333-2111 

千 葉 市 消 防 局 
(平日・日中)  043-202-1716 

(休日・夜間) 043-202-1715 

市 原 市 消 防 局 0436-23-0119 

袖ケ浦市消防本部 0438-64-0119 

木更津市消防本部 0438-22-0119 

君 津 市 消 防 本 部 0439-53-0119 
 

  

 (2) 各消防（局）本部 

各消防（局）本部は、管内事業所の通報内容を取りまとめの上、千葉県石油コンビナート等防災 

計画第３編第２章第２節に定めるとおり地震発生時には「別記様式２」、大雨、強風、高潮等の発生 

時には「別記様式３」により随時防災本部へファクシミリにて報告する。 

    

【防災本部あてＦＡＸ番号】 
 

 防災行政無線 ＮＴＴ 

非常第一配備体制(※1) 

500-7207 043-224-5481 
非常第二配備体制(※2) 

 
 

 

 

 

 

各
特
定
事
業
所 

管
轄
消
防
機
関 

防
災
本
部 

防災行政無線等 専用線、一般加入電話等 
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(※1)非常第一配備体制配備基準 

１ 石油コンビナート等特別防災区域（以下「特別防災区域」という。）に係る災害等が発生した場合

又は発生するおそれがある場合で本部長が必要と認めた場合 

２ 以下の(1)から(7)に該当する場合 

(1) 特別防災区域が所在する市で震度５弱が観測された場合（自動配備） 

(2) 気象庁が南海トラフ地震臨時情報（調査中）及び南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意） 

を発表した場合（自動配備） 

(3) 気象庁が北海道・三陸沖後発地震注意情報を発表した場合（自動配備） 

(4) 「千葉県北西部」又は「千葉県南部」において長周期地震動の階級３以上が観測された場合 

（自動配備） 

(5) 気象庁が津波予報区の東京湾内湾に津波注意報又は津波警報を発表した場合（自動配備） 

(6) 特別防災区域が所在する市に気象警報（波浪を除く。）が発表され、かつ、台風の暴風域に入る 

ことが見込まれる（暴風域に入る確率が７０％以上）とき。（自動配備） 

(7) 気象庁が東海地震注意情報を発表した場合（自動配備） 

 

(※2)非常第二配備体制配備基準 

１ 非常第一配備体制では対処困難と本部長が認めた場合 

２ 石油コンビナート等災害防止法第29条第１項の規定による石油コンビナート等現地防災本部  

（以下「現地本部」という。）を設置した場合（自動配備） 

３ 以下の(1)から(5)に該当する場合 

(1) 特別防災区域が所在する市が気象庁発表震度で震度５強以上の場合（自動配備） 

(2) 気象庁が南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）を発表した場合（自動配備） 

(3) 気象庁が津波予報区の東京湾内湾に大津波警報を発表した場合（自動配備） 

(4) 大規模地震対策特別措置法（昭和53年法律第73号）第９条第１項の規定による警戒宣言が発令 

された場合（自動配備） 

(5) 特別防災区域が所在する市に以下の気象等の特別警報が発表された場合（自動配備） 

ア 大雨特別警報 

イ 暴風特別警報 

ウ 暴風雪特別警報 

エ 大雪特別警報 

オ 高潮特別警報 

４ 特別防災区域が所在する市が台風の暴風域に入ることが確実と予測される場合で、本部長必要と 

認めた場合 

 

３ 一般加入電話･専用線の使用が困難となっている特定事業所からの報告徴収 

震災等により、一般加入電話･専用線の使用が困難となっている特定事業所がある場合、関係消防

機関は直ちにその旨を防災本部へ防災行政無線（防災電話）により連絡するものとする。 
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別記様式２ 
石油コンビナート等特別防災区域地震影響報告 

 
消防機関     防災本部  

                                 
                                第     報 

報 告 日 時 年  月  日  時  分 
消防機関名   
報 告 者 名  

 
 

事 業 所 名        震 度 加速度 
(ガ ル) 地震の影響と事業所のとった措置 備 考 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

  
記入上の留意事項 
１ 震度５弱以上が観測された場合、もしくは長周期地震動の階級３以上が観測された場合に調査を

実施する。調査対象は管内の全特定事業所であること。ただし、震度、加速度の欄は地震計を設置し

ている事業所についてのみ記入すること。 
 ２ ２個以上地震計を設置している場合は全部記入すること。 
 ３ 地震計との連動システムをとっている保安関係設備（機器）がある場合、設定条件どおり作動し

たかどうか、また今後の課題、特記事項等があれば備考欄に記入すること。 
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別記様式３ 
石油コンビナート等特別防災区域大雨、強風、高潮等影響報告 

 
消防機関     防災本部  

                                 
                                第     報 

報 告 日 時  年  月  日  時  分 
消防機関名   
報 告 者 名   

 
 

事 業 所 名        大雨、強風、高潮等の影響と事業所のとった措置 備 考 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

  
記入上の留意事項 
防災本部が必要と認めた場合に調査を実施する。 
なお、調査対象は管内の全特定事業所である。 

 


